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母子世帯 父子世帯

１ 世帯数（推計値） １２３．８万世帯 ２２．３万世帯

２ ひとり親世帯になった理由
離婚 ８０．８％

死別 ７．５％

離婚 ７４．３％

死別 １６．８％

３ 就業状況 ８０．６％ ９１．３％

うち 正規の職員・従業員 ３９．４％ ６７．２％

うち 自営業 ２．６％ １５．６％

うち パート・アルバイト等 ４７．４％ ８．０％

４ 平均年間収入（母又は父自身の収入） ２２３万円 ３８０万円

５ 平均年間就労収入（母又は父自身の就労収入） １８１万円 ３６０万円

６ 平均年間収入（同居親族を含む世帯全員の収入） ２９１万円 ４５５万円

（出典）平成２３年度全国母子世帯等調査

※ 上記は、母子又は父子以外の同居者がいる世帯を含めた全体の母子世帯、父子世帯の数。

母子のみにより構成される母子世帯数は約７６万世帯、父子のみにより構成される父子世帯数は約９万世帯。（平成２２年国勢調査）

※ 「平均年間収入」及び「平均年間就労収入」は、平成２２年の1年間の収入。

ひとり親家庭の主要統計データ（平成23年全国母子世帯等調査の概要）

○ 「平成２３年度全国母子世帯等調査」によると、母子世帯は１２３．８万世帯、父子世帯は２２．３万世帯（推計値）。
○ 主要なデータは次のとおり。
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離婚率

（人口千人対）
離婚件数 離婚件数及び離婚率の年次推移

離婚件数
離婚率

289,836件（H14）

2.30(H14)

○母子のみにより構成される母子世帯数は約７６万世帯、父子のみにより構成される父子世帯数は約９万世帯
（平成２２年国勢調査）

○母子以外の同居者がいる世帯を含めた全体の母子世帯数は約１２４万世帯、父子世帯数は約２２万世帯（平
成２３年度全国母子世帯等調査による推計）

○児童扶養手当受給者数は約１０８．３万人（平成２５年３月末現在、福祉行政報告例）

○母子世帯になった理由は、離婚が約８割、死別は約１割、父子世帯になった理由は、離婚が7割
死別が約２割
※昭和５８年では母子世帯で離婚約５割、死別約４割、父子世帯で離婚約５割、死別約４割

○離婚件数は約２３万５千件(平成２４年人口動態統計（確定数））
従来、増加傾向にあったが、平成１５年から概ね減少傾向。

○離婚率（人口千対）は１．８7。アメリカ（３．６）、イギリス（２．０５）、韓国（２．３）
フランス（２．０４）、ドイツ（２．４８）より低く、イタリア（０．９０）よりは高い水準。

母子家庭と父子家庭の現状

※平成２４年は概数値。
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（就労の状況）… 平成２３年度全国母子世帯等調査
○母子家庭の約８１％、父子家庭の約９１％が就労

（海外のひとり親家庭の就業率）

アメリカ（７３．８％）、イギリス（５６．２％）、フランス（７０．１％）、イタリア（７８．０％）、
オランダ（５６．９％）、ドイツ（６２．０％）ＯＥＣＤ平均（７０．６％）※ＯＥＣＤ「Babie and Bosses」より（２００５年）

○就労母子家庭のうち、「正規の職員・従業員」は３９％、「パート・アルバイト等」は４７％
就労父子家庭のうち、「正規の職員・従業員」は６７％、「パート・アルバイト等」は８％

（収入の状況）
○母子家庭の母自身の平均年収は２２３万円（うち就労収入は１８１万円）、父自身の平均年収は３８

０万円（うち就労収入は３６０万円）（平成２３年度全国母子世帯等調査）

○生活保護を受給している母子世帯及び父子世帯はともに約１割

（養育費と面会交流の状況）…平成２３年度全国母子世帯等調査

（離婚母子家庭）（離婚父子家庭）
・養育費の取り決めをしている ： 約３８％ 約１８％
・養育費を現在も受給している ： 約２０％ 約４％
・面会交流の取り決めをしている ： 約２３％ 約１６％
・面会交流を現在も行っている ： 約２８％ 約３７％
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（出典）平成２３年度全国母子世帯等調査

母子家庭の就業状況

○ 母子家庭の80.6％が就業。「正規の職員・従業員」が39.4％、「パート・アルバイト等」が47.4％
（「派遣社員」を含むと52.1％）と、一般の女性労働者と同様に非正規の割合が高い。

○ より収入の高い就業を可能にするための支援が必要。

※参考《海外のひとり親家庭の就業率》

アメリカ ７３．８％、イギリス ５６．２％、フランス ７０．１％、

イタリア ７８．０％、オランダ ５６．９％、ドイツ ６２．０％

OECD平均 ７０．６％ OECD「Babie and Bosses」より（２００５年）

（参考）
非正規の職員・従業員の割合

男女計 ３５．２％
男 １９．７％
女 ５４．５％

※非正規は、パート・アルバイト、
派遣社員、契約社員・嘱託など

（出典）
労働力調査（詳細集計）平成24年平均（速報）

平均年間
就労収入
２７０万円

平均年間
就労収入
１２５万円
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（出典）平成２３年度全国母子世帯等調査

父子家庭の就業状況

○ 父子家庭の91.3％が就業。「正規の職員・従業員」が67.2％、「自営業」が15.6％、「パート・アルバ
イト等」が8.0％。

○ 父子家庭の父の中にも就業が不安定な者がおり、そのような者への就業の支援が必要。

平均年間
就労収入
４２６万円

平均年間
就労収入
１７５万円

（参考）
非正規の職員・従業員の割合

男女計 ３５．２％
男 １９．７％
女 ５４．５％

※非正規は、パート・アルバイト、
派遣社員、契約社員・嘱託など

（出典）
労働力調査（詳細集計）平成24年平均（速報）
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（出典）平成23年度全国母子世帯等調査

○ 母子家庭になる前の不就業は25.4％、現在では15.0％であり、10.4ポイント減。
○ 母子家庭になる前の正規は29.5％、現在では39.4％であり、9.9ポイント増。
○ 母子家庭になる前の非正規は57.4％、現在では52.1％であり、5.3ポイント減。

母子家庭になる前後の就業状況・雇用形態

就業 （80.6%） 不就業 （15.0%） 不詳（4.4%）
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（39.4%）

パート・アルバイト等

（47.4%）

派遣社員

（4.7%）

家族従事者

（1.6%）
会社などの役員

（0.6%）

その他

（3.7%）
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就業 ( 73.7%) 不就業 ( 25.4%)
不詳

(0.9%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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自営業

(4.4%) 正規の職員・従業員 (29.5%) パート・アルバイト等(52.9%)

派遣社員(4.5%)

家族従業者(3.6%)

その他

(4.5%)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

就
業
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て
い
る
者

の
雇
用
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母
子
家
庭
に
な
る
前

現
在
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母子家庭の現状（所得状況）

○母子世帯の総所得は年間２５０．１万円。「全世帯」の４６％、「児童のいる世帯」の３６％に留まる。
（平成２４年国民生活基礎調査）

○その大きな要因は「稼働所得」が少ないこと。稼働所得は「児童のいる世帯」の２９％に留まる。

※ひとり親家庭の相対的貧困率は５０．８％と、高い水準となっている。

総 所 得 稼働所得 公的年金・
恩 給 財産所得

年金以外の
社会保障
給付金

仕送り・
企業年金・
個人年金・
その他の所得

１世帯当たり平均所得金額（単位：万円）

全世帯 548.2 409.5 100.7 16.3 8.6 13.2

児童のいる世帯 697.0 626.2 27.1 11.2 25.8 6.8

母子世帯 250.1 183.0 11.8 2.0 49.3 4.0 

１世帯当たり平均所得金額の構成割合（単位：％）

全世帯 100.0 74.7 18.4 3.0 1.6 2.4 

児童のいる世帯 100.0 89.8 3.9 1.6 3.7 1.0 

母子世帯 100.0 73.2 4.7 0.8 19.7 1.6 

所得の種類別１世帯当たり平均所得金額及び構成割合

（出典）平成２４年国民生活基礎調査
※上記の表における母子世帯は、死別・離別・その他の理由で、現に配偶者のいない６５歳未満の女と２０歳未満のその子のみで構成し
ている世帯をいう。

36%        29%
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○ 平成１４年に母子及び寡婦福祉法、児童扶養手当法等を改正し、「就業・自立に向けた総合

的な支援」へと施策を強化。

○ 具体的には、「子育て・生活支援策」、「就業支援策」、「養育費の確保策」、「経済的支援策」
の４本柱により施策を推進中。

母子家庭及び寡婦自立促進計画（地方公共団体が国の基本方針を踏まえて策定）

ひとり親家庭等の自立支援策の体系

子育て・生活支援

○母子自立支援員による相
談支援

○ヘルパー派遣等による子
育て・生活支援

○保育所の優先入所
○学習ボランティア派遣等に

よる子どもへの支援
○母子生活支援施設の機能

拡充 など

就業支援

○母子自立支援プログラム
の策定等、ハローワーク等
との連携によるきめ細かな
就職支援の推進

○母子家庭等就業・自立支
援センター事業の推進

○母子家庭の能力開発等の
ための給付金の支給

など

養育費確保支援

○養育費相談支援センタ
ー事業の推進

○母子家庭等就業・自立支
援センター等における養育
費相談の推進

○「養育費の手引き」やリー
フレットの配布

など

経済的支援

○児童扶養手当の支給

○母子寡婦福祉資金の貸付

など
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１．目的 

 

 

 

 

 

 
 

 

２．母子家庭の母及び父子家庭の父の就業の支援に関する施策の充実 

        ＜国＞             ＜都道府県等＞      

        

・基本方針に父子家庭の父の就業の   ・ 基本方針に即し、職業能力の開発及び 

支援に関する事項を併せて定める     向上の支援その他母子家庭の母及び父 

・母子家庭の母及び父子家庭の父の     子家庭の父の安定した就業を確保する 

安定した就業を確保するための支      ための支援に特別の配慮 

援に特別の配慮 

＜国及び地方公共団体＞ 

 

   

① 情報通信技術等に関する職業能力の開発及び向上 

② 情報通信ネットワークを利用した在宅就業等多様な就業の機会の確保 

③ ①②に関する業務に従事する人材の養成及び資質の向上 

 

３．民間事業者に対する協力の要請 

        ＜国＞             ＜地方公共団体＞ 

 母子家庭の母及び父子家庭の父が置か    国の施策に準じて必要な施策を講ずる 

れている特別の事情に鑑み、民間事業    ように努める 

者に対し、母子家庭の母及び父子家庭 

の父の優先雇用その他の母子家庭の母 

及び父子家庭の父の就業の促進を図る 

ために必要な協力を求めるように努める 

母子家庭の母及び

父子家庭の父の就

業の支援に関する

特別の措置 

母子家庭 

父子家庭 

の 福 祉 

母子及び寡婦福祉法の基本方針 母子及び寡婦福祉法の自立促進計画 

母子家庭の母及び父子家庭の父の就業の促進を図るための措置を講ずる

に当たっての留意事項 

母子家庭の母が置かれている特別の事情 

・子育てと就業との両立が困難であること  

・就業に必要な知識及び技能を習得する機会 

 を必ずしも十分に有してこなかったこと 等 

父子家庭の父が置かれている特別の事情 

・子育てと就業との両立が困難であること 等 

４．母子福祉団体等の受注機会の増大への努力 

   ＜国及び独立行政法人等＞        ＜地方公共団体＞ 

 母子福祉団体等の受注の機会の増大を    国の施策に準じて必要な施策を講ずる 

図るため、予算の適正な使用に留意し    ように努める 

つつ、優先的に母子福祉団体等から物 

品及び役務を調達するように努めなけ      ＜地方独立行政法人＞ 

ればならない               設立団体の措置に準じて必要な措置を 

                     講ずるように努める 

 

５．財政上の措置等 

 国は、母子家庭の母及び父子家庭の父の就業の促進を図るため必要な財政上の措置 

等を講ずるように努めなければならない 

 

６．その他 

 ・ この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定め

る日から施行する 

・ その他所要の規定の整備を行う 

母子家庭の母及び父子家庭の父の就業の支援に関する特別措置法について
成立日 平成２４年９月７日
公布日 平成２４年９月１４日
施行日 平成２５年３月１日
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母子家庭の母及び父子家庭の父の就業の支援に関する特別措置法の施行について

項目 国で実施する事項 地方公共団体へ実施を要請する事項

母子家庭の母及び父子家庭の父の就
業の支援に関する施策の充実（第２条・
第３条関係）

○ 母子及び寡婦福祉法の基本方針を特
別措置法の施行日（平成２５年３月１日）に
改正・適用すること。

○ 都道府県等で策定している母子及び寡婦福
祉法の自立促進計画について、今後、適時、
改正後の基本方針を踏まえて改正すること。

母子家庭の母及び父子家庭の父の就
業の支援に関する施策の実施の状況
の公表（第４条関係）

○ 施策の実施状況について、毎年フォ
ローアップを実施するとともに、年に一
度厚生労働省ホームページにおいて
公表すること。

○ 施策の実施状況に関するフォローアップの
ために必要な実績の把握等に協力すること。

民間事業者に対する協力の要請（第５
条関係）

○ 団体・事業者に対して母子家庭の母
等の就業促進に向けた協力を要請す
ること。

○ 国が非常勤職員等を公募する場合に、
求人情報を都道府県等の母子家庭等
就業・自立支援センターへ提供すること。

○ 国に準じて左記の取組を行うこと。（第７条
関係）

母子福祉団体等の受注機会の増大へ
の努力（第６条関係）

○ 予算の適正な使用に留意しつつ、優
先的に母子福祉団体等から物品・役務
を調達するよう努めること。

○ 国に準じて左記の取組を行うこと。（第７条
関係）
※ 地方独立行政法人においても同様の措置

を講ずる。（第７条第２項）

財政上の措置（第８条関係） ○ 必要な財政上の措置を講じるよう努め
ること。

－

母子家庭の母及び父子家庭の父の就業の支援に関する特別措置法（平成24年法律第92号）を着実に実施するため、母子
及び寡婦福祉法等に基づくひとり親家庭への就業支援とあわせて、以下の取組を実施。
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